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はじめに

多くの人の一生涯において、成人期は子ども期よ
りも長い。しかし、心身ともに急激な発達期にある
子どもほど、成人の教育への権利は当然視されな
い。数年前に子どもであった人たちは、年齢を重ね
たがゆえに教育を受ける権利の行使が遠のく。これ
は世界共通の教育問題である。

SDG4 制定によって全ての人の生涯にわたる質の
高い教育保障が謳われたが、積極的な成人教育への
取り組みは、ターゲットにおいて焦点化されなかっ
た。取り残される成人教育保障の焦点化なくして全
ての人の教育保障の達成は不可能である。SDG4 も
また、1990 年から続く万人のための教育を実現す
る運動（Education For All/EFA 運動）の道のりの通
過点に過ぎない。

第二次世界大戦後から、ユネスコの主動で開催さ
れてきた国際成人教育会議は、2022 年に第 7 回開
催を迎えた。全ての人の教育保障と教育の質に係る
国際会議であるにも関わらず、約 12 年に一度の頻
度でしか開催されないことが、国際的にその優先度
の低さを表しているといえる。しかしその機会を活
用しながら、国連機関、各国政府、そして世界各地
でノンフォーマル教育を支える市民社会組織が連帯
し、成人教育の隆盛を培おうとしてきている。

本稿は、ユネスコ国際成人教育会議の第 6 回から
第 7 回までの 13 年間（2009-2022）を一つのターム

とし、会議をめぐる生涯学習と成人教育に関する国
際的動向と、生涯にわたる学習保障及び力量形成に
関して論じる。2015 年のユネスコ「成人学習・教
育の勧告」採択以来、識字・職業・市民教育とそれ
らの一体的観点が強調されている。第 6 回会議で規
定された、各国の成人教育実施評価報告である「成
人学習・教育のグローバル・レポート」を整理し、
2022 年の第 7 回会議プロセスをもとにしつつ、日
本の生涯学習実践の指針を示す。尚、国際的なネッ
トワークでは成人教育領域を内発的学習の強調か
ら、成人学習・教育（Adult Learning and Education/

ALE）とされるが、本稿では成人教育と記す。

１　�ユネスコ国際成人教育会議をめぐる動
向とは

ユネスコ国際成人教育会議は、第 1 回エルシノア
会議（デンマーク、1949）、第 2 回モントリオール
会 議（ カ ナ ダ、1960）、 第 3 回 東 京 会 議（ 日 本、
1972）、第 4 回パリ会議（フランス、1985）、第 5 回
ハンブルグ会議（ドイツ、1995）、第 6 回ベレン会
議（ブラジル、2009）、第 7 回マラケシュ会議（モ
ロッコ、2022）が開催されてきた。

この会議は、めまぐるしい国際情勢と、成人教育
の理論と実践の発展とともにあり、教育と社会のあ
り方が議論され、成人教育の推進方針がまとめられ
てきた。そして成人教育の対象は、世界中の大半を
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占める大人・若者であるがゆえに、民主主義的で反
エリート的であり、不平等の問題や取り残される
人々に焦点を当ててきている。よって、例えば第 1
回から第 4 回の会議の経緯に対し、この会議は「成
人教育のイデオロギー化の道標として貢献してい
る」（Bhola，1988）とも評される。そして第 5 回以
降もそのあり方に変わりはなく、教育・学習主体と
しての市民・民衆と、市民社会組織（civil society 

organizations）の存在を重視してきている。

（１）�会議とそのプロセスの概要―第 4回パリ会
議から第 7回マラケシュ会議まで

会議を構成する重要な市民社会組織が国際成人教
育協議会（ICAE）である。ICAE は、七つの地域団
体（1）から構成され、第 3 回会議後の 1973 年に設立
された国際ネットワーク団体である。ユネスコと協
力 関 係 に あ り、 現 在 で は 国 連 経 済 社 会 理 事 会

（ECOSOC）の協議資格や、国連気候変動枠組条約
（UNFCCC）及び国連環境計画（UNEP）のオブザー
バー資格を有する。ICAE の設立は、第 4 回以降の
会議における市民社会のコミットの強化となった。
第 4 回会議から市民社会組織会合が別途開催され、
宣言文採択も行われ始めた。

第 4 回会議の採択文書に含まれた「学習権宣言」
は、教育が「贅沢品」なのではなく、人間の生きる
ための基礎的権利である点や、人間を歴史の客体か
ら主体化するという力強い言葉が明記された。

第 5 回会議は、「成人学習：権利、ツール、喜び
そして責任の共有」と題し、公正で持続可能な開発
のあらゆる側面における成人学習と積極的参加、識
字の公平性や差異の認識などがテーマとなった。ユ
ネスコ生涯学習研究所や ICAE が会議イニシアティ
ブを取るようになり、市民社会組織の存在感が増し
た。SDG4.7 は、成果文書である「ハンブルグ宣言」
の文言が反映されている。そして、現在実施されて
いる本会議前の各地域準備会合は、この時から実施
され（2）、各地域からのボトムアップを促進する会
議運営が始まった。

第 5 回と第 6 回の中間年（2003）に市民社会組織
主催で中間総括会議が初めて開催され、「ハンブル
グ宣言」の実施状況をテーマとしたが、政府代表者
の参加はなかった。

第 6 回会議は、2000 年に国連採択されたミレニ

アム開発目標（MDGs）の教育に関するゴールが初
等教育の完全普及に限定され、2002 年に国連採択
された持続可能な開発の 10 年（DESD）において
も、成人教育が重視されなかったため、改めてその
重要性を強調する戦略会議となった。成果文書「ベ
レン行動枠組み」において、成人教育の意義は、

「人々がその権利を行使し、さらに高め、運命を決
めるために必要な知識や才能、スキル、能力、価値
を身につけることができる」「貧困を軽減し、平等
で許容可能、持続可能な知識に基づく社会を構築す
るための公平さと包括性を達成するためにも不可欠
である」（パラ 9）とされた。つまり成人教育とは、
自己の発展と公正な社会構築の双方に不可欠である
ことが明記された。
「ベレン行動枠組み」では、政策、財政、統治、

参加、質の五つの成人教育実施評価項目が設定され
た。この項目に準じて、第 7 回会議まで定期的な国
ごとの成人教育実施調査によるグローバル評価レ
ポートの作成が約束された。

第 6 回会議と第 7 回会議の中間年（2017）に、中
間総括会議が韓国の水原にて行われた。SDGs と
2015 年勧告の採択を踏まえ、それらと「ベレン行
動枠組み」の三つの観点を合わせた成人教育政策及
びアクティブ・シティズンシップの議論が展開され
た。

そして、モロッコのマラケシュで開催された第 7
回会議は新型コロナウィルス感染拡大のなか、政府
代表人数制限がされながらオンラインとの併用にて
開催された。会議の目的は、加盟国における第 6 回
会議以降の成人教育政策の進捗状況の把握と、生涯
学習の視点と SDGs の枠組みでの効果的な成人教育
政策の検討であった（3）。

（２）�第 6 回から第 7 回会議の間（2009-2022）
に採択された成人教育保障に関する国際文
書―教育 2030、SDG4、2015 年勧告

以上のように、会議は教育領域の様々な国際的動
向と関連しながら形づくられてきている。第 6 回会
議から第 7 回会議までの 13 年間において、成人教
育保障に関する重要な国際合意採択文書には、主に
教育 2030、SDG4、2015 年勧告の三つがある。

教育 2030 とは、「仁川宣言―『教育 2030』：すべ
ての人に包摂的かつ公平な質の高い教育及び万人の
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ための生涯学習に向けて」の通称である。1990 年
にタイのジョムティエンで開催された万人のための
世界教育会議にて、万人の教育保障（EFA）が掲げ
られた。しかし、その後の具体的な進捗の悪さか
ら、2000 年のセネガルのダカールでの会議にて、
2015 年を達成期限とする「ダカール行動枠組み」
が採択された。そして、期限である 2015 年以降の
取り組むべき課題を議論するために韓国の仁川で開
催されたのが、世界教育フォーラム 2015 であり、
成果文書が教育 2030 であった。「ジョムティエンと
ダカールの遺産の元に構築されたこの仁川宣言は、
2030 年までに我々の野心的な目標を達成するため
の、大胆かつ革新的な行動を伴った、教育のための
新たなビジョンを通じて、生活の変革をするための
我々全員による歴史的なコミットメントである」

（パラ 20）とされ、SDG4 にも象徴された。     

SDG4 は、包括的な世界の持続可能な開発政策に
位置付けられた教育目標である。MDGs における初
等教育の限定からみれば前進ではあったが、成人教
育の観点が十分ではなく、子ども・若者の教育観点
が強い。よって、SDGs 採択後に開催された 2017
年の中間総括会議では、SDG4 のターゲットと成人
教育の「関連付け」のセッションが設けられなけれ
ばならなかった。採択文書では「成人学習・教育は

持続可能な開発のための 2030 アジェンダの中で十
分に明確化されておらず、生涯学習の連鎖の中で最
も支援されていない」（UIL, 2017：8）とされつつ、
SDG4 達成の施策に成人教育の推進を「乗せていく」
必要性が述べられた。

2015 年勧告は、ユネスコで採択された「成人学
習・教育に関する勧告」である。成人教育は対象も
内容も多岐にわたるが、この勧告によってその目的
と内容が規定された。次節で詳しく述べるが、この
勧告採択以降、示された三つの教育領域が「ベレン
行動枠組み」の五つの指標と合わせて成人教育実施
評価の軸となっていった。

２　�成人教育の目的・内容としての学習保
障と中心的領域―2015 年勧告から

2015 年勧告は、1976 年の「成人教育の発展に関
する勧告」の改訂である。この間の成人教育に関す
る国際合意に加え、教育、文化、政治、社会、経済
的な現代の課題を反映させるために採択された。成
人教育の目的、内容や獲得する力量（スキル）が明
記された実際的内容となっている。

定義と適用範囲では、「成人学習・教育は生涯学
習の核心部分であり、すべての成人の社会と労働世

核

図− 1　第 6回会議から第 7回会議への行程
※ UIL 作成図をもとに筆者翻訳・加筆
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界への参加を保障することを目的とするあらゆる形
態の教育と学習を包摂している」と定められてい
る。生涯学習を実現するための成人教育保障と、教
育を通じた社会と労働への参加保障が明記されてい
る。成人教育の目的は「人々が自らの権利を行使
し、実現し、自らの運命を決定するために必要な能
力を獲得すること」とされた。目標は以下の六つで
あり（パラ 9）、個人の力量形成と教育を通じた社
会構築に係る目標がある。

（ａ）�個人として批判的に思考し、自律的に行為す
る能力ならびに責任感を発達させる

（ｂ）�経済や労働世界で生起する発展を処理し、形
成していく能力を強化する

（ｃ）�誰もが学習を通じて持続的な発展過程に全面
的に参加し、人間相互、コミュニティ相互の
連帯を増進する機会を持つ学習社会の創造に
寄与する

（ｄ）平和的共生と人権を促進する
（ｅ）若者や高齢者のレジリエンスを強化する
（ｆ）環境保護の意識を向上させる

そして、成人教育の中心的学習領域として、識
字、継続教育と専門開発、アクティブ・シティズン
シップの教育、が規定された（以下、識字教育、職
業教育、市民教育と記す）。三つの教育を通じた技
能や能力の獲得及び向上が具体的に示されている。

識字教育は、読み書き、識別、理解、説明、創
造、コミュニケーション、計算といった基礎スキル
の獲得のみならず、技術発展をする社会環境での問
題解決能力や、社会の難問や複雑性に対処する知
識、スキル、コンピテンス形成も定められている。
これは、識字者とされる人々もまた、継続した自ら
の言葉の獲得とそれに連なる社会参加の力量形成と
してのリテラシーの獲得課題への言及である。

職業教育は、特定の技術習得のみを意味せず、あ
らゆる学習を基礎にし、その連続した学習結果とし
ての力量形成も位置付けられる。社会や労働環境の
急激な変化に参加できる知識、スキル、コンピテン
スを成人に獲得させる内容が職業教育とされる。

市民教育は、貧困、ジェンダー、世代間の連帯、
社会的可動性、正義、公正、排除、暴力、失業、環
境保護、気候変動などの社会課題に積極的に取り組

め、人々の福祉とウェルビーイング、文化精神性、
人格的発展と尊厳に役立つすべての面で従属した生
活を送る学習機会とされる。コミュニティ教育、リ
ベラル教育、民衆教育といった各地域に歴史的に呼
称される教育形態を土台にした、積極的な社会構築
に参加する力量形成である。

以上の三つの中心的領域及びその力量規定は、共
通するカリキュラムが存在しない成人教育における
重要な指針であり、また進捗状況を把握する指標に
もなる。

３　�成人教育の推進観点と評価―成人学習・
教育のグローバルレポートをもとに

成人教育の推進観点には、非識字の根絶と貧困撲
滅のための就労支援が基本課題として常にあるが、
第 6 回から第 7 回会議までの 13 年間で特に焦点化
されたのは、「参加・包摂」「質」「アクティブ・シ
ティズンシップ」である。成人教育領域の主要な土
台である識字・基礎教育及び職業教育の質を向上さ
せ、実践を強く促進するために不可欠な指標として
それらが焦点化されたといえる。その点を 13 年間
の進捗評価を報告するグローバルレポートや各会議
のテーマから述べる（4）。

成人教育・学習に関するグローバル・レポート
（Global Report on Adult Learning and Education: 

GRALE）は、「ベレン行動枠組み」に対するユネス
コ加盟各国の進捗状況を把握し、目標達成への課題
を明らかにする報告書である。定期的な作成が明示
された。この 13 年間では、2009 年の第 6 回ベレン
会議に先駆けて情報収集された第 1 次報告（2010）
から、最初の各国進捗状況報告と言える第 2 次報告

（2013）、中間総括会議にて発表された第 3 次報告
（2016）、第 4 次報告（2019）、そして第 7 回マラケ
シュ会議にて発表された、最終報告となる第 5 次報
告（2022）が発行された（前述図-1 参照）。

GRALE の定期的発行の意義には、各国政府が現
状把握の国内評価に着手することで成人教育政策を
推進する点、レポート作成プロセスが市民社会組織
による行政へのアドボカシーとパートナーシップ形
成の機会となる点、作成過程を通じた市民社会組織
のネットワーク形成がある（5）。
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（１）各グローバル・レポートの概要
第 1 次報告（154 カ国回答）は、成人教育や生涯

学習の現在地を確認するために、用語や理念の説明
をしつつ、各国の成人教育実施概要が、ベレン行動
枠組みの五つの指標カテゴリーごとにまとめられて
いる。最後にはエビデンスに基づく成人教育政策や
プログラム立案の課題がまとめられており、成人教
育に関するデータ収集の重要性が強調されている。

第 2 次報告（141 カ国回答）は、数値化しやすい
政策・ガバナンス・財政に照準が定められた。巻頭
は「成人学習・教育の基盤としての識字」とされ、
EFA と識字について論じられている特徴がある（大
安・内田 , 2017）。日本では、レポート作成への市
民社会による積極的なコミットはなかった。結果と
して、日本回答には非識字者の存在を全面否定する
回答がされている（6）。夜間中学や識字教室で学び
続ける人たちや、1990 年代から増加し続ける「不
登校」児童、近年ようやく実態把握に至った外国籍
の不就学児童の存在をして「社会問題として認識さ
れていない」という日本回答は、社会的排除の表れ
といえる。

第 3 次報告（139 カ国回答）では生涯学習が焦点
化され、成人教育の効果の一つとして「健康とウェ
ルビーイング」が初めて俎上に載った（7）。その理
由として、教育が疾病予防と、健康を促進する点、
健康概念の拡張により、学習や教育によって生活の
質や意味づけをコントロールする力量形成が目指さ
れる点、健康な生活は、医療制度だけではなく教育
や収入にも関わる点があげられている。そして、成
人教育が与える健康とウェルビーイングへのより大
きな効果を阻む要因として、各国から多くあがった
のは、非識字と世帯収入格差であった。この結果に
ついて、成人教育全体の課題である識字と財政が、
健康とウェルビーイングの分野においても課題であ
ることが浮き彫りになったという指摘がある（藤村
, 2020）。

第 4 次 報 告（159 カ 国 回 答 ） は、 参 加
（participation）・公正（equity）・包摂（inclusion）が
主題であった。このテーマは、ベレン行動枠組みが
示した五つの領域の一つであるが、SDGs を含む

「我々の未来を変革する：持続可能な開発のための
2030 アジェンダ」全体の「誰も取り残さない」理
念との合致をふまえた理解を促している（UNESCO, 

2019: 89）。そして、先の第 3 次報告において、ALE

の影響は、社会・市民・コミュニティ生活に及ぶ点
が示されていたが、第 4 次では、加えて健康とウェ
ルビーイング、雇用・労働への参加の影響が示され
ている。さらに、多様な形態の成人教育への参加
は、平等と包摂のレベルを高め、個人・雇用者、政
府の成人教育への投資の議論を呼び、教育の質の向
上に向かうとしている。その上で、各国が全ての市
民に学習活動への参加を奨励する必要性を強調して
いる。

第 5 次報告（159 カ国回答）は、市民教育が主題
であった。「ベレン行動枠組み」に即した従来の評
価のみならず、新型コロナウイルス感染症拡大の影
響に関する項目が加えられている。市民性及び成人
の市民教育、グローバル市民教育などの概念整理や
地球的・社会的課題への取り組みと個人変容の関係
性などが整理された。各国の実践事例が数多く掲載
されている。

なお日本回答については、第 3 次、第 4 次でも市
民社会の積極的なコミットがなく多くの回答が「わ
からない」とされていたが、第 5 次では、開発教育
協会を中心とした市民社会コミットがあり、最も丁
寧な回答がされた（8）。

（２）質の保障について―第 3次報告から
質の保障は、第 3 次報告「成人学習・教育が健

康・ウェルビーイング・雇用と労働市場、社会的・
市民的・コミュニティ生活に与える影響」の主題で
あった。成人教育のインパクトからみるアウトカム
こそが、教育の質を表す、という観点から、健康と
ウェルビーイング、雇用と労働市場、市民生活への
アウトカムと成人教育の関係が取りまとめられてい
る。また、「ベレン行動枠組み」に即した質のモニ
タリングでは、以下表-1 の五つを指標とした設問
から結果を得ている（9）。

回答からの結論として、成人教育の質の向上のた
めには、成人教育成果のデータ不足、成人教育者に
対する研修や資格化の制度システム的な整備の必要
性、成人教育研究領域の推進が課題とされた。     
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（３）参加と包摂について―第４次報告から
参加と包摂は、第 4 次報告「誰一人取り残さな

い−参加・公平・包摂」の主題であった。SDGs 採
択と連動させているが、2015 年勧告の採択後の発
行でもあったため、「ベレン行動枠組み」の五つの
領域に加え、勧告で明記された識字教育、職業教
育、市民教育の三つの学習領域に即した調査が加
わった。よって、新たにアクティブ・シティズン
シップ・スキルに関する評価が現れた。
「全ての人」「誰も取り残さない」という、周辺化

される人々への対応の強い意志が示されている
EFA と SDGs の理念からすれば、参加の調査への積
極的な着手は不可欠である。しかし、データ収集へ
の積極的な取り組みは各国みられていなかった。ま
た、マイノリティの学習の周辺化が明らかな点、女
性の参加は向上したものの、労働市場への参加に結
びついていない点、失業や職業的に厳しい状況下に
ある人が学習への期待がない点、学習参加の費用が
参加を阻む点が示された。

これらの結果から、参加を阻むものの分析とし
て、①状況的障壁（個人の生活状況から生じるも
の）、②制度的障壁（参加を妨げる慣行と手続き）、
③傾向の障壁（学習に対する態度と傾向）があげら
れている。そしてそれらへの対応としては、成人教
育が生活や労働に密接に関わるものであるという理
解の向上や、脆弱層への成人教育参加に対する公的
支援、成人教育からの排除と労働への影響への対応
があげられている。労働の影響に関しては、働きが
いに関わる SDG8 と関連づくとされている。そし
て、障壁の①と③は、労働や生活に対する成人教育
の重要性が、学習・教育から阻害されている当事者
たちを含め、広く共有される必要性を示している。

生きる保障としての学習への理解促進と、よりよい
職を得るためだけではなく、働き方や雇用形態つま
り雇用創出方法や職業のあり方にも貢献していく教
育への理解促進が、世界共通課題となっている。

（４）シティズンシップについて―第 5次報告から
市民教育は、第 5 次報告「市民教育：変化のため

に成人をエンパワーする」の主題である。成人の市
民教育のコンセプト概念や主要テーマと実践、さら
にはグローバル・シティズンシップについて詳細に
調査研究成果が説明されている。2015 年勧告以来
の議論の成果もあり、シティズンシップ教育領域へ
の成人参加は、設問に回答した 128 カ国中 40％が
増加したと答え、実践事例も紹介されている。74％
の国が「シティズンシップ教育」に関する政策を策
定・実施したと答えている。

第 5 次報告の知見の着目点は、まず一つ目が個人
の変容的学習と社会変革の学習である。シティズン
シップとは、社会課題に取り組みながら、個人をエ
ンパワーし、自らの生活を豊か（decent）にすると
いう観点である。シティズンシップ教育としてあげ
られている事例内容は、生活課題と社会課題を一体
的テーマとしている。具体的な課題として、人権、
民主主義、包摂、ジェンダー平等、紛争や災害のマ
ネジメント、財務知識、環境保護、持続可能性、気
候変動、デジタルスキルがあげられている。

二つ目が、人権に基づいた実践的な社会課題学習
である。成人学習の成果は、あらゆる制度保障を受
ける権利のみならず労働権や地域参加といった市民
権を知り、主張し、享受する成人スキルを高め、権
利行使する経験にある。美徳中心の保守的見解か
ら、解放的（対話、交渉、相互作用、権力の力学）

表− 1　第 3次報告における「質」の評価指標

領域 1 成人学習・教育の成果に関する情報収集の状況

領域 2 成人学習・教育者、ファシリテーターに対する現場に立つ前の教育や研修プログラムの存在

領域 3 成人学習・教育プログラムにおいて教えるための資格が求められている状況

領域 4 成人学習の教育者やファシリテーター対象の、継続した現職教育や研修プログラムの存在

領域 5 成人学習・教育を専門化したテーマを生み出す本質的な調査の存在

※ UNESCO（2016）“GRALE Ⅲ” より筆者作成



− 21 −

人間研究　第 61 号　2025

なシティズンシップ教育へという志向がある。つま
り、活きた実践的な人権学習の推進である。

三つ目が、デモクラティック・シティズンとアク
ティブ・シティズンの相違性と融合性である。民主
的価値と態度を身につけたデモクラティック・シ
ティズンと、社会的行為者としての市民参加をする
アクティブ・シティズンは必ずしも合致しない。ア
クティブ・シティズンシップの概念それ自体では、
必ずしも民主的価値と態度を身につけた状態を現状
では表していないため、だからこそスキルとしての
批判性が強調される。目指されるアクティブ・シ
ティズンとは、公的役割の代行者ではない。また、
ボランタリーワークや地域社会に貢献する活動者が
必ずしも目指すアクティブ・シティズンではないと
される。行動的かつ民主的な、シティズンシップを
培う批判的、もしくは二つ目の人権的な学習が重要
となる。

最後に持続可能性に向かうシティズンシップのた
めの教育について補足する。それは、「SDGs 的な」
課題解決行為を賞賛するのではなく、そもそも現在
の経済構造のあり方の限界を超えている観点に立っ
た批判的な学習とされる。環境の誤ったマネジメン
トと社会的不公正の根本原因の学習や、貧困状況や
生 活 が 苦 し い 状 況 に あ る 学 習 者（10）（UNESCO, 

2022: 155）が、自らのスキルの問題としてだけで
はなく、社会の問題として構造的に学べる環境と構
造的視点をもつことが重視される。その場合、基礎
教育や職業教育におけるシティズンシップ教育とし
て連続した実践が求められる。

４　�日本の文脈にみる継続した生涯にわた
る学習保障と力量形成

国際的動向を踏まえ、日本の生涯学習に求められ
る学習保障と力量形成の実践及び政策的観点を 3 点
あげたい。

（１）�識字概念の再考―基礎教育保障と継続的リ
テラシー学習

日本では 1948 年の全国識字調査以来、識字率調
査はされていない。よって日本の識字率は不明であ
る。しかし、戦後直後から自主夜間中学校や識字教
室が存在し続けるように、非識字者は存在してきて

おり、また移民や障害者の存在もある。生活能力の
獲得や社会参加に不可欠とされる読み書き計算能力
としての機能的リテラシーの問題も指摘されてい
る（11）。しかし調査されなければ具体的な政策の実
施は不可能であり、非識字者の存在も第 3 次グロー
バルレポートの日本回答にみられたように「非公
式」とされ続けるのである。また、移民や障害者の
位置付けを識字問題から「除外」するのは社会的包
摂のあり方が問われる。

そして、識字者と非識字者は二分される存在では
ない。識字スキルの獲得とは「学習の連続体であ
る」と「マラケシュ行動枠組み」に明記された理由
は、識字を「できる・できない」の二分や達成があ
るのではなく、継続した学習領域である点の強調に
よる。日本語は、平仮名、カタカナ、漢字の使い分
けが求められ、長く続く職業生活や市民生活に支障
をきたさないのが重要であり、求められるスキルも
人生に応じて変化する。

例えばアイルランドでは、“Further Education & 

Training; FET（継続教育と訓練）” という、生涯に
わたる学習保障施策プログラムを国家的に行ってい
る（12）。その中で、生涯にわたる学力指標を用いて
おり、個々に応じた学習プログラムの提供ができる
仕組みを持っている。学力のレベルは「国家資格の
枠組み」として、レベル 1「非識字」からレベル 10

「博士学位取得」までである。レベル 1 から 5 まで
は、学校教育資格とは別のスキル認定を受けること
ができる。こうした学力のレベル分けの指標がある
ことによって、それぞれに応じた学習を生涯にわ
たって提供することを可能にしている。読み書き計
算を含む基礎的なスキル発展に焦点を当てたコース
では、基礎学習と職業教育及び訓練へのアクセスと
の間のギャップを埋める内容も含まれている。ま
た、東南アジアの中でも初等・中等教育への就学率
及び成人識字率が高い国（タイ、インドネシア、
フィリピン、ベトナム等）では、イクイバレンシー

（equivalency）制度（13）があり、既存のフォーマル
な学校教育や職業教育と同等の代替教育制度を導入
している。

一定の識字率を持つ国でも、多様な学力背景の人
が社会に存在することを認め、教育に公式にアクセ
スできる制度やしくみを持つことが生涯にわたる学
習保障と力量形成である。
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（２）生涯学習のカリキュラムマネジメント
カリキュラムはフォーマル教育機関に関わって教

育者が組織する経路の意味で主に用いられる。しか
し本来カリキュラムは、全体的な学習の経路として
の意味もあり、学習の軌跡を含んだ教育機関によっ
て提供される意図的・無意図的なあらゆる学習経験
である。　　

日本の公的社会教育としての公民館は、国際的に
も成人教育の拠点施設である CLC（Community 

Learning Center）のモデルとして知られる。設置運
営と専門的職員配置が各自治体によって配備されて
いるが、事業計画はあってもノンフォーマル教育カ
リキュラムに基づいた実施施設とはなっていない。
住民自治を高める機能として、内発的なシティズン
シップ教育の要素はあるが、積極的な基礎教育保障
や就労・生活支援の機能はなく、系統的な学習保障
を担保する施設ではない。

そもそも、日本では社会教育や成人教育のカリ
キュラム論は重視されてきていない。また生涯学習
各施設における学習成果の実利主義化への批判もあ
る（倉持，2012:25-26）。しかし、学習保障の観点
に立てば、先の海外事例のように、コースやプログ
ラムといった、基礎教育保障や継続教育として各人
の段階に応じたカリキュラムが必要である。また、
就労や生活支援に関わる学習プログラム立案も単発
ではなく、包括的なカリキュラムによる実施は継続
的な支援を可能にする。学習保障への公的社会教育
の役割が問われる。

（３）成人のアクティブ・シティズンシップ
第 5 次グローバル・レポートの主題にもなったア

クティブ・シティズンシップは、社会変革と個人変
容を目標とする成人教育のキーワードとなっている

（近藤 , 2023）。成人のアクティブ・シティズンシッ
プという言葉自体は、2000 年代の欧州の政策の動
向から流布するが、2015 年勧告で「リベラル・民
衆・コミュニティ教育」と記されるように、各地域
の文脈における変革的で民主的な社会参加に関わる
教育を表す名称を尊重している。第 6 回から第 7 回
までの国際成人教育会議をめぐる動向でも、アク
ティブ・シティズンシップのあり方を問う議論は各
組織や団体で展開された。

アクティブ・シティズンシップは、社会貢献的で
あるだけではなく、批判性や抵抗性、民主性、政治
参加が重視される概念である。地域に対して貢献
的、奉仕的なだけではなく、より良い地域や社会に
向けた積極的な参加をもたらす学習がアクティブ・
シティズンシップ教育の指すところにある。だとす
ると、やはり政治参加の力量形成が不可欠である。
しかし、この点は、内発的な学習の成果に待つばか
りではなかなか推進されない。その際に、（２）で
述べたようなカリキュラムに基づく民主的価値や政
治参加の基本理解と力量形成をはかるプログラムや
コースの設置も求められるであろう。日本の学校教
育では、正義や公正を議論し、自己決定や自主的、
民主的な活動を促す実践や政治参加の教育は進んで
おらず、シティズンシップ教育が不十分なまま成人
を迎えている、という成人教育の起点を考慮すべき
である。また、職業人であっても、一人の市民とし
て社会や地域の課題に関わりつつ、コミュニティで
自らの生活を豊かにしていくワークライフバランス
の形成も重要である。

おわりに

全ての人に生涯にわたる質の高い教育を保障する
ために、成人教育をより真剣に捉え、取り組む必要
性を再度確認したい。例えば 24 歳以下が人口の
54％を占めていた 1950 年と、21％である 2022 年（14）

の社会とでは、高等教育を含む学校教育機能の社会
全体におけるインパクトが異なる。子ども・若者へ
の教育の重要性に変わりはないが、約 8 割の人を対
象とする成人教育の教育政策の比重は、全体的によ
りかけられて然るべきだと思われる。

また識字・基礎スキル、職業スキル、アクティ
ブ・シティズンシップ・スキルの力量形成は、改め
て日本の生涯学習のあり方が問われる。非正規雇用
者が増加し、生活状態の格差が拡大する日本におい
て、学習保障と力量形成の観点から生涯学習・社会
教育の意義を問い直し再編成する可能性も視野に入
れる必要がある。

【注】
（ 1 ） アフリカ、アラブ、アジア、カリビアン、欧

州、南米、北米。
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（ 2 ） ICAE 事務局長 Katarina Popovic 氏へのメール
インタビューより（2024 年 1 月 26 日）。アジ
ア・太平洋、欧州、アフリカ、アラブ、中・
南米、北米などの regional meeting が開催され
る。また、第 7 回会議の準備会合としてアジ
ア・太平洋地域では、さらに東アジア、南ア
ジア、東南アジア会合も行われ、日本は東ア
ジア会合及びアジア・太平洋会合に参加した。

（ 3 ） 会議の様子は三宅ほか（2023）を参照。
（ 4 ） GRALE は以下のユネスコウェブサイト参照。
 https://www.uil.unesco.org/en/adult-education/

global-report-grale

（ 5 ） 詳細は近藤（2020）を参照。
（ 6 ） 詳細は近藤（2022）を参照。
（ 7 ） 第 1 部はベレン行動枠組み（BFA）の五つに

即した評価調査の結果であり、第 3 部は、今
後の課題と SDGs との関係性である。また、
ALE の効果として第 2 部で取り上げられた他
の項目は「雇用と労働市場」「社会・市民・
コミュニティ生活」である。

（ 8 ） 詳細は近藤（2020）を参照。
（ 9 ） 結果の詳細は長岡・近藤（2020）を参照。
（10） 「持続可能な開発という概念が心に響かない

ような極度の貧困や生存状況にある人」とさ
れる。

（11） 国立情報学研究所の新井紀子らによる 2017
年で 4 万人の「リーディングスキルテスト」
からは、中学 3 年生の 15.6% は主語がわから
ないなど文章理解の第一段階もできていない
結果が出ている。

（12） プログラムは以下参照。https://www.thisisfet.

ie/

（13） 既存のフォーマルな学校教育や職業教育と同
等の代替教育制度を導入している。平日の昼
間に学校に通えない子どもや、学校教育に通
えなかった成人を対象としている（大安・内
田，2021）。レベル別のプログラムを修了す
ることで、次の学校段階に進む資格を有する
ことができる。

（14） 昭和 24 年国税調査及び政府人口推計 2022 年
10 月より計算。
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